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産 業合理化運動 の もとで出版 され た原価 計算文献および原価 計算関連文献 につ いては、次
の とお りに整理で きる(3)。"一
大 正15年 渡部義雄著 『能 率本位原価 計算法』 中外産業 調査会
昭和2年 ・野 田信 夫著4『最新 原価計 算法ゴ マ ネジ メン ト社 ・
昭和4年 神馬新 七郎著'『工場経営 と会計(第3巻原価計算)』共 立社!s
昭 和5年 宇野信 三著 『実践 原価計 算法』 田 口書店'
昭 和7年 喜多卯 吉郎著 『織 布工場 の合理化 と原価 計算』 紡績織 布研究 社
昭 和9年 神馬 新 七郎 著 『鋳物工場 の原価 計算』 共立社 、、
昭和10年 宇原 義 豊著 『〈科学 的管理 法応用)営業 予算統 制の実際』 宝文社
HB和12年 神馬 新 七郎 著 『工場 の管理組織t■工場 の経理組織』非 凡閣'`'
昭和13年 相沢次郎 著 『経費最 小限度 の主場経営』修数社 書院;・ ・
上記の文献では 、能率 め向Eや 経 営合理化 めため に原価 計算が役 立つ ことが論 じられ て い
た。 しか し、 具体的 に どのよ うな方法で、原価管 理が実施 され るか につ いては 言及 され て い
なか った。 また、原価管理 が論 じられていて も、必ず しも標 準原価計算に基づいてはいなか っ
た。 わが国 において標準原価 計算がいかに展開 じたか については、 い くつが の既 存の研究 を
参照す る ことがで きる。'・ 」 一'・ ∴'㌧
まず、 わが国 にお ける標 準原価計算 文献の展 開に関す る研究 は、故 青木茂男先生が著わ さ
れ た2編 の論文「わが国原価 計算の発達 〒文献的考察 一:・1(昭和48年)、「明治期以降昭和初期 に
至 るわ が国会計学 の歩 み」(昭和50年)を参照す るべ きで ある(4)。青木によれば 、』わが国 の標準
原価計算 に関する最初 の単行本は、昭 和6年 に出版 された長谷川安 兵衛著'…『標準原価の研究』
であ り、戦時 中に注 目され るべ き標準原価計算 の展開 として昭和16年の「陸軍軍需品 工場標準
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原価計 算要綱1を挙 げて いる。
次 に、橋本善吉著 『標準原価』(昭和23年)にお いて も、わが国 における標準原価計算の噛矢
と して、同様 に長谷川の著書 を挙げ て いる。 くわ えて、橋本 は標 準原価 計算に関 して言及 し
た準則、要綱 の始 ま りは、昭和12年11月に発表 された商工 省財務管理委員会「製造原価 計算準
則jの第9章 であ り、2番 目は昭和16年6月 に発表 された「陸軍 軍需品工場標準原価計算要綱}
であ ると述べて いる(5)。
また、 神戸大学会計学研究室編 『近代報告会計の基礎 と発展』(昭和46年)では、わが国にお
け る標準原価 計算 の展 開に関 して次の ような 記述 がある⑥。
「わが国で も、学 界に紹 介 され たのは昭和初年 の ことに属 し、決 して遅れては いなか った
が、概 して緩慢で あった。 長谷川安兵衛、青木倫太郎、陶山誠太郎の諸教授 を中心 にアメ
リカめ学説 の紹介が行われ ていたが、 ドイ ツで メ レロヴ ィッチの標準原価 計算が出るにお
よんで古川栄 一 ・宮 上 一男 ・アウ ラーの最適原価計算を久保田音二郎、 シュナイダー を山
邊 六郎 、 また、ケスターを丹羽康太郎の諸教授が紹介 されて いる。陸軍軍需品工場標準原
価計算要綱 が黒澤 教授 によ って立案 された のが、昭和十 一年 一十七年 の日本の標準原価 計
算導入 のピー クであった。」
さらに、雑誌 『会計』 における標準原価計算関連論文の掲載数は、上記 の論述 を裏付ける。
図表1は 、雑誌 『会計』 に公表 された標準原価 計算関連論文 の掲載数 をグラフに表 した もの
である(7)。『会計』 への論文の掲載は 大正 末期か ら始 ま り、昭和5年 以降 に本格的な展開(量
的な側面ではな く、質的な側面 を重視 して)が始 ま り、いったん横ば いとなるが、昭和16年に
は掲載論 文数が突然 と して跳 ね上が る。 ・











































段 とみな しているSこ のよ うに、初期的な段 階にお いて 見積原価 計算は 「能率 の向 上1(魚谷 の
視点)と1製品原価算定の迅速化 」(青木 の視点)の二側 面か ら論 じられ ていた。見積原価計算の両
側 面をよ り実行 あるもの とす るためには、よ り精緻な 見積原価 を設定 しなければ な らな い。
こうした観点か ら、わが国で は標準原価 計算が 記述 され るよ うにな った。
・標準原価計 算に関す る記述 は、渡 部著r能 率本位原価 計 算法』(大正15年一1926)にお い
て、初めて見る ことができる。渡部の標準原価 に関す る認識 は、次 の とお りであ る(川。'
1標準原価 ト謂 フ ノハ、得意 先ヨ リ製品 ノ注文 ヲ受 ケタル時、 或ハェ トシテ保有ス
ベキ製品 ノ製造 ヲ開始セ ン トスル時、技術部 或ハ企画部等 二於 テ見積ニ ヨ リ算定セ ル原価
デ アル」
さ らに、渡部は技術部が製品 の製造 のため に材料 の重量 、材料の市価、製作 日数 、延べ製
作 人数、延 べ製作時間な どを把握 して いるので、 これ に基づ いて製造間接費額 を計 算で き、
「最モ正常 ト思ハルル製品一個 二就 テ ノ標準価額 ヲ、 各製品ニ ツキ算 出シテ置ク 」12}と述べてい
る。 このよ うに、'標準価額 を算定す る目的 と しては、価 格決定、製品原価算定が 挙げ られて
お り、彼 は 順 価 計算 ノ結 果 ヲ待 タズ シテ標準原価 ヲ基礎 トシテ 売価 ヲ決定 シ得ル カラデ ア
ルf1:1)と説明 して いる。 また、渡部は1最後二期 ノ如 クシテ計算セ ラ レタル実際製造原価 ヲ、別
二定 メタル標準原価 ト比較対照スル コ トヲ怠ッテハナ ラヌ」国)と述 べてお り、・差異分析 にも次
のよ うに言及 して いる"L5)。
「其製造原価 合計 ヲ算出 シタナ ラバ、』之 ヲ製 品単位数 ニテ除 シ、製品一個二就イ テ ノ製造
原価 ヲ計算 シ、之 ヲ別二算出 シ置 キタル上記標準原価 ト比較 シテ見ル ノデ アル 」
渡 部は差 異分析 のための書式 として、実 際原価比較 表を提示 して いる㈹ 。 渡部が例示 した
実際原価比較表は、個別原価 計算 を前提 として作成 され てお り、比較表は実際原価 のみな ら
ず、標準原価に対しても同様に作成するべきであると主張している。そして、渡部は標準原
価 と実際原価 を比較 して分析 を行 う重要性 を指摘 し、1例ヘバ、実 際製造原価 が標 準原価 ヨリ
高 カ リシ場合」"7)は、次のよ うな原因が考 え られる と して いる(18)e
1材 料購 入係が予定よ り高価な材料 を購入 した1,』>
2'工 場 において材料 を濫費 した。
3材 料 市価 が高騰 した。
渡部は原因 の調査 によって、経営 者、 技師 な どにとって有 益な参考資料 を獲得 で きると述
べでいるが、彼が示 した差異分析は総額 の比較 であ り、精緻な差異分析で あるとは言 えな い。
また、標 準原価計算に関す る記述は4頁 にす ぎず、 うわべ だけ を紹 介 した だけであ る。
『例解原価 計算』(昭和2年 一1927)の第18章(能率問題 と原価計算)において、魚谷は標準原
価計算に言及 して いる。`まず、漁 谷 は 自序 においで「工場原価 の低減 を図 る こと」、「生産能率
の増進」の重要性 を説き(次 のよ うに述 べてい る個 。"
」・「工場原価 の節減は何 によ りて得 らるぶや といふ に冗 費の節約 に負 う所極 めて多大な るの
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で ある。合理的な る原価記録 は工場原価 を部分的 に明瞭 な ら しむ るが故に何処 に冗 費あ り ・
や 、何処 に濫 費あ りや等 を知 る事が出 来る。」・
魚 谷は原価計算が存在 していなければ、能 率の測 定は難 しいとの立場 を示 して いる。そ し
て、「韓近 工場組織 の顕著なる改善の 一一は、 能率増進部の新設であ るf20)と述 べ、能率増進部は
能率技師 によって、掌握 されるべ きである として いる。彼 は能率技師の役割 と して「材 料㍉労
務、 機械 、工具、設備、 手順 、其他を分析 的に研究 して此等の標準 を立て、而 して 其標準 に
到達 す る方法 を指導す る1(L'nと説明 して いる。 、 、
、魚 谷は「標準を 立つるに当 り、適 当な る原価 計算法 によ り算出 した る実際の数字 と比較照査
するに非 ざれば 標準 もまた無意義 となる」ω と述 べ、差 異分析 によ って能 率の向上が 可能 に
な ると主張 している。彼 は具体的な方策を示 しては いな いが、次 の説明か ら彼 の標 準原価概
念は明確である鮒 。 ぞ
「原価構 成の各要 素の標準化 に依 り、原価 を見積 るに際 して比 較的完 全なる計算 を行ふ'
ことが出来 る。 即ち標 準の質及量に依って測定 した る材 料価 、標 準の所 要時 間数及標準の
賃金 率に依 って計算 したる労銀、各項 目の標準 を基 と して計算 したる間接 費を各商量参酌
して計上 した る ものを標 準原価 と して採用す る事が出来る。」
'また
、差 異分析 については、次のよ うな記述がな され ている 蜘。
「原価の能 率を計算す るには、実際原価 を以て標準原価を除すれば算定 し得る。、例へば標
準原価 一円 九十銭 、実 際原 価二 円とすれば、 能率は95%である。
能率一難 器1、{1[iigoOo-95%
さらに、魚谷は次 の2つ の能 率指標(数量、時間)を列挙 して いるく2:))。
実際完成数15能率「 票準完成数2・=75%
能率 一 讐 竃 隅 一 岳 三 ・・% . Jt ,,、1
魚 谷が示 した原価 能率は3種 類であるが、算定 されたパ ーセ ンテー ジは差 異分析 と言 うよ
り達 成率 を示す に過 ぎない。
『工場原価計算法』 は、昭和6年(1931)に青木倫太郎が著わ した原 価計算書である。 青木
は標準原価計算制度 につ いて第15章で約40頁にわたって説明 してお り、標準原価 を1理想的作
業状態 に於て、実際原 価が 一致 すべ く期 待 された る見積原価 な り」(26)と定義 して いる。 ここ
で、 青木は標 準原価 を見猿 園 亜(青木の意味 で用 いる ときは下線 を付す)であ ると述 べてい る
が、 いわゆる見積原価(単な る見積 りで設定 した原価一筆者)とは区別 してい る。 つま り、 青木
は見㎜ 匝を「一会計は変動す ることな く期末にお いて実際原価 の如何 によって見積原価 を訂
正す るな り」〔27)とし、・f故に実際原価が正 しき原価 として見積 りが行われ たので ある」(28)との見
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解 を示 して いる。 すなわち、見 麹 堕値 は実際原 価を基礎 に決定 する こ とを意味 して いる。
他 方、標 準原価 につ いて、・青木は「固定的な る性格 を有す るものに非ず して、作 業の理想 的
状態 の変動に従って変化す べきものな りf2")とし、「故に標準原価の樹立 には理想的 作業状態 の
原価 が標 準原価530)である と主張 している。す なわ ち、標準原価 は理 想的な状態 を基礎 に算定
した原価で ある との認識 に立 っている。青木の 見積 原価 に関す る理解 は明確であ ったが、 見 、
積原 価 と標 準原 価の 区別 はあいまいで あるように思 える。_
結局、 青木は標 準原価 計算 に対 して、次 のよ;うに述べ ている細 。
「実際原価は理想状態の もとに於 ける作業 にあ らざれば標準 原価よ り差額が生 じるものな
りと⑳仮定より出発し、実際原価を標準原価に一致せしめんとするにあり、即ち事業開始、
前に於 て予め原価 を定め、其の予定原価 を基準 又は尺度 として作業の成績 を比較 せん とす
るな り。 ピ',
青木が述 べて いるように、実際原価 と標準原価の差異分析(差異額 の研 究 一青木)は、,標準原
価計 算制度 の中心 問題であ る。それは企業の内部管理 の資料 となるか らである。
また、 青木は標準 原価 の使 用法 について、次 のよ うに述べて いる(:12)。
1標準原価 とは実際原価 の代 りに原価 計算 に於 て用ふ るものなれば、 会計上の手続に於て
は前章 の見積原価 と大差な く、原料、工賃及び間接費につ きては実際原価 を用 ひ、未製 品
勘定 にて始め て標準原価 を採用し未製品よ り既製品 に振替へ る際 に も標準原価 を用ふ るな
りよ.]、t'・
当然 の こどなが ら、標準原価計算の採 用によって、標準原価 と実際原価 の間 には差異が生
じるご 青木は差異額の原因 と して、次 の2つ を区分 して いるく33)。
(一)価 額 の相 異よ り生ず る もの
(二)数 量の相異よ り生ず る もの'
青木は製造原価 の各原価構 成要素の差異分析 として、図表2を 例示 して いる(3'1).
図 奉2製 造原価 の各原価 要素か ら生 じる差異




購 買価 額 の高低 に よる 差 異
工 賃'率の 高 低 に ま る 差 異
間接 費額 の 高低 に よ る差 異
製 造 数 量 の 多 少 に よ る 差 異
作 業 能 率 の 大F小に よ る 差 異
賦 課 基 準 の 多 少 に よ る 差 異
/p"・ 一(出 典:青 木倫太郎著 『工場 原価計算法』330頁よ り作成)
,まず 、・原料差異 についてであ るが、 これは「(L－購買価格 の変動 による損益 と仁)製 造数量 の
多少に よる損益 」〈:1「・)であ り、 この両者を図表3の ように示 して いる(36㌔
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'図 表3原 料差異分析 ・`
A=実 際使用数 量B=標 準使用数 量a=実 際 単〒'原価b=標 準 単一原価
N=購 買価格変動 による損益M=製 造数 量の多少 による損 益
A、、=実際総原価B},=標 準総原価A、 、-Bt、=解剖 さるべ き差額:,'
N=(a-b)A=購 買価格 の変動 による損 益(結果が整数 なれば 損失、・負数 なれば 利益)
M=b(A-B)=製 造 数量 の多少 による損 益(結果 につきては上 と同 じ)1,'
(出典:青 木倫太郎 著 『工場原価計 算法 』341頁)
次 に、工賃差異 についてであるが、 これ は「(一)工賃率の変化 による差異どく二)製造能率の多
少 たよる差異∫37)であ る。 この両者 を図表4の よ うに示 して いる㈹。'
図 表4工 賃差異 分析
E=実 際支払工賃基準の総計(数量又は労働時間数)F=標 準支払工賃基準の総計(数量又は労働時間数)
'
e±実際 工賃 率f'=標 準 工賃率O=工 賃率の変動 による差 異
P≡ 能 率の多少による差異E,=実 際総 工賃高'
Ff=標準総 工賃高Et'-F。=解 剖 さ・るべ き差額
0=(e-f)E=工 賃率 の変動 によ る差 異(結果が整数 なれば損 失、 負数なれば 利益)
P=lf(E-F)=能率の多 少による差 異(結果 が整数なれば損 失、・負数なれば 利益)1,
(出典:青 木倫太郎 著 『工場原価計算 法』342頁)
最後 に、青木は製造間接 費の差異分析 を説明 してお り、 これ について 青木は図 表5を 提 示
してい る㈹、。."`,・ …,
図表5製 造間接 費差 異分析
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:青 木 倫 太 郎 著 『工場 原価 計 算 法 』1344頁)
図 表5か ら、第'1差異額 の 費用 差 異額 は(2-1)で あ り、 第2差 異額 の怠 惰作 業差 異額 は(1
-3)で あ り、 第3差 異額 の能 率差 異額 は(3-,-4)であ る。 それ は 下 記 の とお りに分 類 の うえ 計
算 され る撫 。'1"
一一{ii誓i灘撫 灘illl臨
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結 局v差 異額 は原料 について2種 類、工賃 について2種 類、製造 間接費 について3種 類の1
.分析 を行 うのであ る。 青木 の差異分析は きわめて明確であ り、差異分析 によ り不能 率の原因
を考 査 している。 また、発 生 した差異は、損益 に賦課す る ことが論 じ られ ている。.
t図 表6渡 部、魚谷、 青木におけ る標準原価 の理論 的枠組み
項目
著作
標 準 原価 の
タ イ トネ ス
標 準原 価 の
改 訂 の頻 度
差異分析 の
形 態
標 準 原価 計
算 の 目 的
標 準 原 価 と
見積原価の区別
渡 部 義 雄 正 常 一 総額比較 製品原価算定 記述なし
魚 谷 伝太郎 現 実 一 達成率(%) 能率の向上「 区別あいまい
青 木 倫太郎 理 想 当,座
.





















、t:・ ・It:一 初 期の原価管理 思考 と しての「統制」
昭和6年(193i)に出版 され た 『標準原価 の研究』(以後、 『標準原 価』 と略 称す る)にお い
て、,長谷川は 自序で「本書は我 邦に置いて 於ける この方面の最 初の著述 なる 」(叫と自賛 して い
る。・,これは多 くの研究 者が後代 になって、 『標準原価』 を評価 している とお りであ る閲 。 い
わば、r標 準原価』.はわが国標準原価 計算論 の1本 目のマイル ・'ストー ンであ る。 長谷 川は
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「標 準原 価 は 予 算 統 制 と並 ん で 原 価 会 計 の 新 傾 向 で あ る 」(1=1}と述 べ 、・エ マ ー ソ ン(1{EmerSOn)
に よ って 主 張 され 、 ガ ン ト(HL.Gantt)など によ って 実 用 化 され て きた と述 べ て いる。.,・:
コス ト 　エ つ ノ ミ　
長谷川は 自序の冒頭 にお いて、当時 を「原 価 経 済 の時代 」であ ると特 徴づけて お り、「原価 問
題の解 決な しに合理的経営 は行 うことが出来な い」との認識 を示 している川)。原価問題 とは 合
理的経営 を行 う過 程で発生 しtg各種の問題 であ り、具体的な内容 と して1ま.1経営 の合理化、
裡 の増進であ繊 はこうした綱 題を原繍 鰯 靴 ・ようて瞬 きると蜘
ている。'しかし、彼は従来型の実際原価を算出する原価計算ではネ十分であり、標準的原価
を算定する原価計算力必 要磁 うてぎたと胡乱 ている.こうした点δ・ら、長谷lllは原価を
し葡 蜘 緬 鴎 囲に置き、…こ池 企業鯉 の紬 甫具として翻 する厳 酷 原価の
導 入は 目下の急 務であ る」働 と述べてい る。 、
長谷川 は多 くの外国文献 を引用 してお り、彼 は下 記に示 した文献 をも とに'『標 準原価』:の
論述 を進 めている㈲:`
〈外 国文献〉 ・"1`t
HEmerso亘E防dε ηcγぼsヨ動 画忌敵6蜘 畑 加 応 虚WageS'1914'・
・HLGantLOrganizingforWorkig19
PMAtkins挽d応 垣 測A∂ αW7互㎏ 血 餅 ㏄ 〃ガves1923
(;.CHarrison,'CostAccouηtiηg'todi'dPrOduction1924
Jorda血&Harris,ωs九4cooα刀在㎎ 疏 η《㊨ θs《fiPractice,1925







〈 国 内 文 献 〉
国 松 豊著 『科 学 的 管 理 法 要 綱 』
長 谷 川が 引用 した 文献 か ら、外 国 文 献 で}まハ リソ ン,エ マ 「 ソ ンい バ リろ、.ジ ョ「 ダ ン な
ど、 わ が 国 の文 献 で は 国松 豊 のピ ック ・ネー ム を 見 る ことが で き る。 これ らの文 献 の 出版 年
は1914年か ら1930年で あ り、 約15年 間 の 開 きが あ る。 『標 準 原 価』 の 出 版 年 は1931年で あ
るの で 、 ま さ に後 進 の優 位 性 を いか ん な く利 用 して いる。t'・1't'・'「 、 ・"
ま ず 、 長 谷 川 は 当時 の原 価 会 計 の 先駆 形態 が 見 積 原価 法 と して 登場 した と述 べ 、 見 積 原 価
は過 去 的 原 価概 算 ど未 来 的 原 価 概 算 の両 方 に 用 い られ る と'して い る。'もち ろ ん 、 長 谷 川 が 説












3標 準原価は達成 の満足的水準 である こと 一その達 成が困難 であ ってはな らない
長谷川は 上記3項 目が標準原価 を定義す る上で考慮 しなければ な らない要素である と述べ、
次 のよ うに標準原価 の概念 を説明 して いる㈱ 。
「標準原価 とは製造企業 の円滑なる運 営 といふ条件の下 に於て達成 し得 べき科学的予定原
価 である。」
このよ うに標準原価 を定義 した後こ長谷川は「回顧的原価 会計への抗議 」(第∴章)にお いて、
歴 史的 原価 の批 判を している。 この論述 はエヤー ソ ン(HEmerson)とガ ン ト(HI.Gantt)の
引用か ら構 成 されてお り、彼 らの回顧 的原価 会計の批判が展 開 されて いる㈱ 。 ・'
長谷川は第 三章「標準原価 と科学的管理法 」よ り、 自らめ標 準原価計算論をスター トした。 こ
の章では、標 準原価 の必要性 を説明 していた。彼は第五章「標準 原価の原価公式1において、次
のよ うなエマー ソ ンの実 際原価算定公 式 と標準原価算 定公式 を取 り上げて いる5D。
実 際原価=実 際原料費+実 際 労力費+実 際製造 間接 費
標準原価=標 準原料費+標準労力費+標準製造間接費
さ らに、能 率の指 標 として、実際原価 に対する標準原価 の比率が、次 の ように提示 されて
いる(鋤。!
ロ
練 牛 讐 麟 つまり総体能率一讐 震鱗 ㌶ 雑 璽朧 藷
原料能率一讐 朧 ・ 、
労撒 一㌶ 艦
製造間接費能率一驚 纏 §竃 、
長谷川は これ に とどまることな く、・さ らに詳 しい差異分析 を展開 して いく。 その前提 と し
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て、原料費、労力費、 製造 間接 費、原価算定 の式 を次 のよ うに説明 して いる㈱)。
原料 費=単 位数 量×単位宛価格
労 力費=労 働時間 ×一時 間宛 工賃
製造間接費=時 間 ×製造 間接 費配 賦率
原価=単 位数 量 ×単位宛価格+労 働時間 ×一時間宛 工賃+時 間 ×製造間接 費配 賦額
これ らの原価 公式つ いて、長谷川は「自 ら如何な る報告が実際 に要求せ らるyか を教へる も
の」と述べ、 この各 要素 について能率 を検 定す るため にエマー ソンが挙げ た12項目を引用 して
いる(図表7)31)。

















11設 備 使用時 間の能率
12設 備 使用の能率`
(出典:長 谷 川著 『標 準原価の研究』102-103頁よ り作 成)
エマー ソンの能率12則は、標準原価の6項 目とこれ に対応す る能率の6項 目か ら構成 され
ている。 くわえて、長 谷川は「非能率暴露 の基 とな る能率測定はエマー スン氏の展開 した る原
価公式 にて もな し得る ものであるが、 これだ けでは標準 と実際 との差 異(Variations)が個個 に
就 き繊細 に分析的に}'分に展開 されぬ嫌がある」{7・5)と指摘 して いる。 このよ うに、長谷 川はエ




第二表 時間差 異 、
第三表 全体的差異







第十一表 第 十 表 ノ結 合 公 式 ノ応 用 、,',
第十二表 第十一表を基礎トスル原価差異ノ総合及分析
(出典:長 谷 川著 『標準 原価 め研究』108-113頁よ り作成)
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ハ リソ ンの差異分析思考は第十 二表1原価 差異 ノ総合及分析」に統括 されてお り、 図表9に 示
しだとお りである㈱ 。




























一 監督者給料減額三ヨリ節約シタル給料差異 B-A 10α000
ぐ
=純 増加 27264
(出典:長 谷川 著 『標準 原価の研 究』113頁よ り作成)
なお、図表9に お ける アル フ ァベ ッ トは、次 の とお りで ある《58)。
Aは 実 際価格要 素をべrス とした工賃Bは 標準価格 要素 をベー ス とした 工賃
Cは標 準 月にお ける標準原価Dは 実際 月にお け る標 準原価',、
Eは一 ヶ月間の実際作業時間に対する標準原価Hは 一ヶ月間の実際製造量に対する標準原価 ,
長谷川 の説 明か ら、H-Aは 総差異、B-Aは 賃 率差異、D-Cは 暦 の差 異、E-D=不
働 費、lH-E=能 率差 異、C-B=人 員差異であ る ことがわか る。 しか し、 長谷 川の示 した
差異分析は、労務費のみに とどまっている。 さらに、長谷川はハ リソ ンが提 示 した 「総 合的活
動能率 表(SummarizedO吠rati㎎EfficiencyStatement)1(59)について言 及 して いるが、 これ
は現代的 な視点 か ら言えば コス ト ・レポー トで ある。
図表6で はf長谷川以前 の標準原価 の理論的枠組 み」を提示 したが、図表10は同 じ項 目につ い
て 『標準原価』 を検 討 した結果 である。:'ド
'図表10『標 準原価の研 究』 における標 準原 価の理論的 枠組 み い
項目
著作
標 準原 価 の
タイ トネス
標 準原 価 の'
改 訂 の頻 度
差 異 分 析 の
形 、態
標 準 原 価 計





一 詳 細 統 制 明 確
長谷川の標準原価 の理論的 な枠組み は、図表10のとお りであ る。 『標 準原価』 は さまざま
な外国文献か ら構 成 されてお り、長谷川 は標 準原 価 に関 して明確な概 念 を示 して いた訟 明 ら
か に、 長谷川の理論的な枠組みは図表6の それ よ りも進化 してい るよ うに思 える。一しか しな
が 叡 長谷川の著作は、各外 国文献 の寄木細 工であ ると言 えな くもな い。1すなわち、個 々の
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概念 の説明は比較的明確で あるが、1全体 の構成は必ず しもそ うで ある とは言えな い。た だ、
『標準原 価』 では長谷川以 前の標 準原価 計算論 と比べて、かな り詳 しい差異分析が展 開 され
ていた。 こうした差異分析および コス ト ・「レポー トの作成 は、長谷川の1統制」概念 を体現 して
いる と評価で きよう。
lV、結 び にか え て
|
t・:,、``1'
照 恥 年の榔 を難 障 起した牒 合理化運動は源 ⑯ 敢 脚Mき な影響をもた
些 ピ 臨時産齢 理融 一蚕齢 ζバ 貝オ糖 懸 員会を設置した・.この委員会}ま嚇 会'
綱 す卿1」を研究するL元 未決定稿ながら昭娠 には「原価計算基本準号岬 和12:
年には「製造原価計算準則」として正式に公表された)を発表した。こうして産業合理化の一方




















的 に ドイツやアメ リカの原価 計算文献 および関連 文献 を翻訳紹介 した。 こうした視点で文献
の性質 を分析 してい くと、わが国 では昭 和5年 頃 よ り、政府は不況か らの脱却 を 目指す ため
に、他 方企業は経済状況の大 きな変動 か ら自らを守るため に、実務 において も原価管理 が注
目 され始 めた。 これに伴 って、原価管理 論の理論 的高度化、お よび実務 への導 入のための試
行 が行 われ るよ うにな った と考 え られ る。 ・1、t・t・t.,'・ 、 ・、(未完)
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注 ・,,
(1)拙稿1原価 管 理志 向 原 価計 算 文献 の 登 場一 昭 和5年 頃か ら昭和12年 頃 まで の原 価 計算 文献 の 展開 」
『経 理 知識』 第71号 平成4年6月41-54頁 。
(2)私の研究 対 象期間 は、明 治20年か ら昭和20まで なので 、 これ が 前提 とな り本 稿 の論述 が進 め られて い
る。 また、 本 稿 を執 筆す る にあ た り、 下記 の 文献 を参 照 した。
E.M.Sowell,TheEva/utionof.theThcDriesandTechniauesofStandardCastsAlabarha1973.
(3)f前掲 拙稿146頁。
(4)青木 茂男 稿 「わ が国原 価計 算 の発達 一文獣 的考察 一」r早稲 田商学1第240号 昭和48年12月1=28
頁。
青木 茂 男稿 ∫明 治期 以降 昭和 初期 に 至るわ が国 会計 学の 歩み 」C'早稲 田商学』 第251号 昭和50年8月
1-13頁。
(5)橋本 善 吉 著 『標 準原 価』 ダイ ヤ モ ン ド社 昭 和23年11--12頁 。
(6)神戸 大学 会 計学研 究 室編r近 代報 告 会計 の基 礎 と発展』 同 文舘 昭 和46年196-197頁 。
(7)創刊 か ら昭和20年 まで に雑誌 『会計』 に掲 載 された標 準原価 計算関 係 の論 文 を拾 ってい くと.図 表 ・1
を作成 す る ことが で きる。
(8)太田哲 三編 『原価 計 算辞 典』 中 央経 済 社 昭 和43年666頁 。
(9)魚谷 伝 太郎 著 『例 解 原価 計算 』 巌松 堂 昭 和2年106頁 。`・
(10)青木倫 太郎 著 『丁場 原価 計算 法』 大同 書院 昭和6年297頁 。








〈19)魚谷 著r前 掲 書』 自序1頁 。
魚谷 はr例 解』 を執筆 す るにあ た り、 当時ニ ュー ヨー ク大学 で教 鞭 を とっていたJ.R.Wildman,Jbu?】L







(26)青木 著r前 掲 書』321-322頁。
この他 に、HW.Maynard.`'TheAccountingTechniqueforStandardCost",7V.A.CABttllθtirz
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(30)『上掲 書 』322頁。
(31)『上掲 書』322頁。
(32)『上掲 書』323頁 。 ・









(41)長谷 川安 兵 衛 著 『標 準原 価 の 研究』 森山 書店 昭 和6年 、自序2頁 。
(42)注4)から6)を 参 照 の こと。
(43)・『上掲 書 』 玉一2頁 。
(44)『上掲 書 』'自序1頁 。
(45)『上掲 書 』 自序1頁 。 、 ・ ・
(46)長谷 川が 『標 準原 価』 で引 用 した す べ ての 外 国 文献 を 抜 き出 して作成 した。
『上掲 書』1-218頁 。 ・
(47)『上掲 書』23-56頁 。
(48)『上掲 書』 ユ6「ig頁。
(49)r上掲 書』20頁 。
(50)『上三t葛書」23-56頁 。
(51)『上掲 書』95頁 。
(52)『ヒ}易書』94-96頁 。
(53)『上掲 書』97-100頁 。
(54)『上 掲 書』102-103頁
(55)『上掲 書』105-106頁。
(56)『上掲 書』108一113頁?
(57)if.h掲書3113頁 。
(58)『ヒ掲 書 』ll8-120頁。
(59)『E:掲書』134頁。
